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総人口の推移（実測ー中位推計） 

0  

20,000  

40,000  

60,000  

80,000  

100,000  

120,000  

140,000  

1850  1900  1950  2000  2050  2100  2150  

ピーク2010年 
１億2806万人 

1872（明治5年） 
3481万人 

2110年 
4286万人 

1900年 
4385万人 

１３８年間で 
9325万人増 
68万人／年 

100年間で
8520万人減 
85万人／年 

 出典：人口の推移：総務省統計局「国勢調査報告」、将来人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成24年1月推計・参考推計）」 
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1億2806万人 

1億４２３万人 

9,708万人 

9,056万人 
6,020万人 

4,286万人 

3,014万人 

（年） 

総人口の推移（平成24年推計） 

英9240 

独8735 

仏4136 

伊7196 

１割減 ２割減 1/3減 5%減 

 出典：将来人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成24年1月推計・参考推計）」 
 各国の人口は、日本の面積に換算したもの。 

総
人
口
（千
人
） 

2 

３（４） 



【課題】 
・人口減少に伴う給水収益の減少。 
・施設稼働率の低下。 
・職員の削減。 
・老朽化した施設の増加。など 

水道事業の抱える課題 

運営基盤や技術基盤を強化するた
めの様々な課題解決については、１
水道事業者のみで対応できるもの
は限られる。 
そのため、新たな広域化や官民連
携等を活用し、水道の再構築を行う
ことが必要。 
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 平成11年 ＰＦＩ法の施行 

 平成14年 水道法の改正による第三者委託制度の施行 

 平成15年 地方自治法の改正による公の施設の指定管理者制度の創設 

 平成16年 地方独立行政法人法の施行 

 平成18年 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律の施行 

 平成23年 ＰＦＩ法改定法の施行による民間事業者による提案制度や公共施設等運営権の創設等 

ア.水道事業経営における連携の概要 

各種法制度の整備 
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平成19年11月 水道事業におけるPFI導入検討の手引き 

平成19年11月 第三者委託実施の手引き 

平成20年６月 民間活用を含む水道事業における連携形態に係る比較検討の手引き 

平成20年８月 水道広域化検討の手引き 

平成23年３月 第三者委託実施の手引き（改訂版） 

 

 

各種手引きの策定 

多様な運営形態が可能に 4 



イ.水道事業の第三者委託について 
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全国の委託実施状況（H23.4) 

○水道事業者・用供・・・1４６件(H22.4：145件)    

○専用水道       ・・・７７４件(H22.4：593件)  
 

委託の実施・内容の変更時には速やかに届出を 

手引きの見直し内容 

「第三者委託実施の手引き（改訂版）」 

○受託者として共同企業体（JV)も可能であることを明確化。 

○民間活用の際のモニタリングの強化 

○発注時の性能発注方式の促進 
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ウ．水道事業におけるPFI導入について 
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全国の導入実態 

○水道事業におけるＰＦＩ事業 

  ９事例、事業費約 50億円～540億円 
    ※   DBO事業除く、契約締結済み分。 

○比較的大規模な事業体での導入事例が多い。 

○排水処理系のPFI事業が大半。 

○浄水施設全般を対象としたものは、横浜市川井
浄水場、契約手続き中として、夕張市、岡崎市。 
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ウ．水道事業におけるPFI導入について 
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公共施設等運営権（イメージ） PFIの一般的な事業スキーム 

平成23年11月にＰＦＩ法改正法が施行され、ＰＦＩの対象施設が追加されるとともに、民間
事業者の参入意欲を促進するため、民間事業者が行政に対してPFI事業を提案できる制

度の導入や、民間事業者が施設の運営権を取得し、サービス内容等を設定できる制度の
創設など、ＰＦＩ制度が大きく改正されている。水道事業への適用については、内閣府策定
予定のガイドライン等の内容を踏まえ、厚生労働省において検討する。 
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官民連携推進協議会 

 水道分野を取り巻く環境が年々厳
しさを増す中で、これらの課題に対
し、官民連携など地域の実情に応じ
た形態により、運営基盤を強化する
ことが不可欠である。 
 そのため、平成22年度から、水道
事業者等と民間事業者とのマッチン
グ促進を目的とした協議会を全国の
６会場で実施し、多くの水道関係者
に参加頂いた。 
 今後も、引き続き協議会を継続す
るので、運営基盤の強化等に活用さ
れたい。（水道課HPに協議会情報を
掲載中） 

意見交換 

マッチング 

エ．「水道分野における官民連携推進協議会」の 
   実施について 
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